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はじめに

国際連合は，1981年の同際障害者年に続き，1982

年，「障害者に関する世界行動計画」を定め1983年

から1992年までの期間を「国連・障害者の十年」と

宣言した。我が国においては，昭和57年3月，「障害

者対策に関する長期計画」が策定され，さらに，昭

和62年6月には「障害者対策に関する長期計画」後

期重点施策が策定された。

これらの策定に当たっては，いずれも中央心身障

害者対策協議会から意見具申を行ったが，今回の意

見は，｢国連・障害者の十年｣の最終年を明年に控え，

「障害者対策に関する長期計画」及びその後期重点

施策に関する取組みの実施状況を踏まえ，この十年

をしめくくるに当たり，当面，特に取り組むべき事

項について取り上げたものである。｢障害者対策に関

する長期計画」及びその後期重点施策全般について

は，今後，更に一層の推進を図らなければならない

ことは言うまでもない。

なお，｢国連・障害者の十年｣終了後における障害

者対策の推進方策等今後における長期的な取組みに

ついては，最近における社会経済情勢の変動に対応

する障害者対策の推進を図るために，引き続き当協

議会において検討を行うことが必要である。

第1　基本的考え方

（1）｢国連・障害者の十年｣の最終年を明年に控え，

｢障害者対策に関する長期計画｣及びその後期重
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点施策を中心に現時点までの施策推進状況につい

て調査したところであるが，制度的な改正も含め

障害者対策は全般的には各部門において着実な進

展をみているものと評価できる。

「後期重点施策」においては，当初の長期計画

の五つの部門を拡充，分化し，｢啓発広報｣，｢保健・

医療｣，｢教育・育成｣，｢雇用・就業｣，｢福祉｣，｢生

活環境｣，｢スポーツ，レクリエーション及び文化

施策の推進｣，｢国際協力の推進｣の八つの部門に

分けて，基本的方向と今後の重点施策を掲げてい

る。昭和62年6月の後期重点施策決定以降の実施

状況を見ると，｢障害者の日｣を中心とする｢啓発

広報｣の推進，｢精神保健法｣（｢精神衛生法｣の改

正）の施行等の｢保健・医療｣対策の充実，特殊

教育諸学校における教育課程の基準の改訂及び教

職員定数の改善等の｢教育・育成｣対策の充実，

｢障害者の雇用の促進等に関する法律｣（｢身体障

害者雇用促進法｣の改正）の施行，障害者職業総

合センターの設置推進，授産施設の基準緩和等｢雇

用・就業｣対策の充実，福祉関係八法の改正によ

る住宅福祉サービスの推進，グループホーム事業

の実施，手話通訳技能審査・証明事業の制度化等

「福祉」対策の推進，公共建築物，公共交通機関，

道路等の利便性の改善，情報提供サービスの充実

等の「生活環境」の整備，国連・障害者の十年拠

出金など「国際協力の推進」その他地域福祉基金

の設置等が進められてきている。



一方，障害者関係団体を中心とした民間諸団体

も引き続き機会の均等化についての理解を深める

ことに先駆的な技割を果たすとともに，ボラン

ティア活動の進展等に見られる貢献には多大なも

のかあり，また，国民の障害者問題についての理

解も着実な進展をみせるとともに，障害者自身の

社会参加意識の高まり，自立への努力もめざまし

いものがある。

（2）しかしながら，現在進められている施策も含め，

なお，努力すべき課題が残されており，とりわけ，

「国連・障害者の十年」の最終年に当たり，第二

の「特に重点的に取り組むべき課題別施策」及び

第三の「「国連・障害者の十年」の終期に当たって

の記念事業の実施」の推進が求められるところで

あり，また第四の「施策の推進体制」にのっとっ

て進められるよう配慮すべきである。

こうした施策の推進に当たっては，ライフス

テージのすべての段階での全人間的復権を目指す

「リハビリテーション」の理念と，障害者が障害

を持たない者と同等に生活し，活動する社会を目

指す「ノーマライゼーション」の理念を基調とし，

障害者の社会への「完全参加と平等」という目標

を国民の間により一層定着させ，その具体化を促

進するために，社会全体のたゆみない努力が精力

的に傾注されなければならないことは言うまでも

ないことであるが，特に次の四点について格段の

配唐が求められるところである。

第一に，「国連・障害者の十年」の終期に当たり，

障害及び障害者についての正しい認識の一層の普

及，「完全参加と平等」の理念の徹底を図るために，

啓発やまちづくりなど幅広い内容を持つ「国連・

障害者の十年」を記念する事業を実施して，この

十年間の障害者施策の進展の機運を持続させ，さ

らに，今後国民が一体となって，障害者施策をよ

り一層進展させる契機とすることが必要である。

第二に，障害者の「完全参加と平等」の実現の

ための重要な基盤として，住宅・建築物，公共交

通機関における障害者のアクセスを十分に配慮し

た施策及び障害者に対する情報の提供について障

害者の利用を十分配慮した施策，さらに，住みよ

いまちづくりをより一層推し進めることである。

そのためには，適切な指針の策定等を行うととも

に，公的機関のみならず，各民間機関や団体にも

その推進を求めるための具体的措置を講ずる必要

がある。

第三に，関係機関・施策の連携により，総合的

かつ体系的に施策を進める必要かあることであ

る。まちづくりにおける，福祉，生活環境の施策

や，職業教育及び職業訓練における教育，医療，

福祉，雇用・就業の連携など各般の障害者施策に

ついて関係機関が連携を密にして，総合的かつ体

系的な施策の確立に努めなければならない。また，

まちづくりや介護等の面で障害者対策と高齢者対

策の相互の密接な連携が求められている。

第四に，障害者が社会活動に参加して障害を持

たない者と同等の生活を営むため，職業生活のみ

ならず，日常生活及び社会生活を含むすべての活

動において，障害者の具体的な参加を進めること

である。

この観点から，障害者施策の企画，推進に当たっ

ては，中央，地方を通じ障害者の意見を反映し，

障害者のニーズに合致した施策の推進が可能とな

るよう障害者の参加等について検討することが必

要である。また，平等の観点から，障害者が障害

を持たない者と同等の権利を享受して，行使でき

るよう，その権利の擁護について国民理解の一層

の促進を図る必要がある。

第2　特に重点的に取り組むべき課題別施策

1　啓発広報

（1）障害及び障害者についての正しい認識の普及

障害及び障害者についての理解不足は，障害者

の社会参加を阻み，また，通常受ける諸権利，諸

サービスを充分に享受できないという事態を招く

ことになる。これに対して，障害及び障害者につ

いての正しい認識を更に徹底させるため，啓発広

報活動を推進する必要がある。また，障害者のプ

ライバシーに関わつて接遇する公的機関等におい

ては，障害及び障害者に対する正しい認識や適切

な対応等について職員の研修訓練を行うなどその

接遇に十分配慮する必要がある。

（2）福祉教育等の推進

幼少時から障害者に対する正しい理解と認識を

持つよう，小・中学校等において障害者について

の教育を積極的に推進する。また，研究校・協力
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「国連・障害者の十年」の最終年に当たって

校の充実によるボランティア活動の促進に努め

る。

2　保健・医療

（1）障害者の保健予防対策の推進

障害者の健康の保持増進等のため，障害の特性

に応じた方法等による診査など，保健予防対策の

推進を図る。

（2）精神障害者対策の推進

精神保健法に基づき，精神障害者の人権に配慮

しつつ，適正な医療の確保に努めるとともに，保

健所，精神保健センター等における地域精神保健

対策を促進する。また，精神障害に関する研究の

一層の推進を図る。

3　教育・育成

（1）心身障害児に対する教育の充実

軽度心身障害児に対する教育の充実を図るため，

通級による指導が円滑に行われるための指導体制

を整備するとともに，障害の特性に応じた教育内

容・指導方法の充実を図る。

また，障害の重度・重複化の傾向に対応した教

育内容・指導方法を改善するとともに，養護学校

高等部の整備の促進等後期中等教育の充実，大学

への受入れ体制の充実，職業教育の充実を図る。

（2）特殊教育担当教員の資質の向上

特殊教育担当教員の専門性を高め資質の向上を

図るため，担当教員に対する初任者研修等各種の

研修の充実を図る。

（3）早期療育・教育等の充実

心身障害児の教育・育成に当たっては，早期発

見，早期療育・教育が重要である。このため，医

療・福祉・教育関係諸機関の連携の強化，心身障

害児通園事業，相談活動など，地域における早期

療育・教育体制の整備・充実を図るとともに，保

育所における障害児の受入れの促進に努める。

4　雇用・就業

（1）雇用率の改善

障害者の雇用率の改善を図るため，企業への指

導体制の整備を進めるとともに，事業主に対する

障害者の雇入れ指導を強力に実施する。

また，事業主に対する障害者雇用に関する相

談．援助の充実を図る。

（2）障害の種類別，程度別対策の充実

障害の種類別の各般の施策を充実し，障害の特
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性に応じた雇用就労の促進を図る。また，重度障

害者の雇用促進を図るため，助成措置等の充実を

図るとともに，職場定着の促進に努める。

（3）職業リハビリテーションの充実

障害者の雇用・就業に係る研究の推進，情報の

提供，専門職等の養成・研修等を推進するととも

に，職業リハビリテーションサービスの充実強化

を図る。

（4）就業対策の充実

福祉工場，授産施設，小規模作業所といつた福

祉的作業施設の体系については，現在における役

割を踏まえ検討を進めるとともに，その整備促進

を図る，また，障害の特性に応じた就業の支援策

について，充実を図る。

5　福祉

（1）在宅福祉を含む地域福祉対策の充実

障害者の生活安定のため年金，各種手当等の改

善について引き続き推進するほか，地域生活の支

援，介護対策の充実整備のため，障害に伴うニー

ズに応じホームヘルプ，デイサービス，ショート

ステイ，グループホーム等の在宅サービスの充実

を図るとともに，地域での障害者の社会参加のた

めの施策の充実，さらに，地域において安心して

暮らせるような相談支援体制の組織化等地域福祉

の基盤づくりを進める。

（2）精神障害者対策の推進

精神障害者の社会復帰，社会参加を推進するた

め，精神保健対策の最重点項目として，精神障害

者社会復帰施設の整備助成等各種の社会復帰施

策の充実を図る。

（3）従事者の育成確保

介護需要の増大等に対応していくため，ホーム

ヘルーパーや社会福祉施設従事者については，今

後とも質，量両面にわたるより一層の充実が望ま

れるところであり，処遇の改善や就業促進等のた

めの対策を推進していく必要がある。

また，理学療法士，作業療法士等専門従事者に

ついては，需給計画を踏まえた計画的養成，確保

等を進める。

（4）福祉機器の研究開発・普及の推進

福祉機器について，障害者のニーズや介護ニー

ズに対応し，研究開発を推進する。また，その普

及を促進するため，障害者等への情報の提供を図



るとともに，障害者の利便を考慮した福祉機器の

規格化を推進する。

6　生活環境

（1）住宅・建築物の整備とまちづくりの推進

障害者向け公的住宅の整備を促進するととも

に，民間建築物についても，既存建築設計標準等

指針の適切な見直し及び策定，民間建築物におけ

る障害者の利用に配慮した整備改善を誘導するた

めの助成制度の推進等を強力に行う。また，障害

者の住みよいまちづくりを一層推進する。

（2）公共交通機関の整備の促進

障害者の自立活動に必須の交通・移動等社会参

加の条件整備のために，公共交通機関のターミナ

ル施設にエスカレーター，エレベーター等の設置

を推進するとともに，車両や公共バス等の改善，

道路構造の改善，信号機等の交通安全施設の整備

等を進める。また，公共交通機関に関する適切な

指針の策定及び民間事業者に対するその普及推進

等効果的な措置を進める。

（3）障害者に対する情報の提供

障害者が社会の一員として利用可能な情報をで

きるだけ享受できるよう，テレビ放送における音

声，字幕放送等の増加に努めるとともに，情報通

信分野における障害者の利用に配慮し，コミュニ

ケーションを促進するためのサービスの拡充に努

める。

また，公共サービスにおいて，障害者のニーズ

に応じ，点字・録音物による広報の発行や窓口で

の手話通訳の対応等の充実を進める。

さらに職場とともに日常生活においても欠かせ

ないものとなつているパソコン等の情報処理機器

について，改良等に関する指針の一層の普及等を

通じ，障害者が容易に利用可能な機器の開発，普

及に引き続き努める。

（4）防災・防犯対策の推進

障害者に対する地震，火災等の災害時における

情報の収集伝達，避難誘導等の体制の一層の整備

を図るとともに，障害者に対する防災・防犯知識

の普及及び災害時，事故時における障害者への援

助に関する知識の普及を進める。

なお，この防災・防犯対策に関しては，障害者

への的確な情報の提供や適切な対応に十分配慮す

る必要がある。
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7　スポーツ，レクリエーション及び文化施策の推

進

障害者の生活において，スポーツ，レクリエーショ

ン及び文化に関連する活動の重要性は，ますます高

まっている。こうしたことから，スポーツ大会，レ

クリエーション，文化活動に障害者の参加かより得

られるよう支援のための施策を推進する。

8　国際協力の推進

国際協力事業団等を通じた研修員受入れ等の技術

協力の推進，各国の障害者が国際会議，スポーツに

参加することによる国際交流の推進，さらに，国連・

障害者の十年終了に伴い，国連への貢献，国際協

力を進める。

第3　「国連・障害者の十年」の終期に当たって

の記念事業の実施

｢国連・障害者の十年｣の終期に当たり，｢完全参

加と平等｣の理念を具体的に推進することに

よって，この十年の間における障害者施策の進

展を持続させ，今後，さらに国民の一層の理解

を進めて障害者対策の推進を図るため，次のよ

うな事業を行う。

（1）「障害者の日」を中心とした啓発広報の推進

と「国連・障害者の十年」を記念する行事の開

催

（2）記念施設についての計画の推進とモデル的ま

ちづくりの整備促進

（3）障害者の記念スポーツ大会の開催

第4　施策の推進対策

（1）今後の障害者対策の推進に当たって検討してい

くべき課題は，各分野の連携によって障害者施策

を総合的かつ体系的に推進していくことである。

先にも述べたように，障害者対策は保健・医療，

教育，雇用，福祉，生活環境等の幅広い分野にわ

たっており，その密接な連携には十分に意を注ぐ

必要がある。

このため，国レベルでは，当協議会及び内閣総

理大臣を本部長とする「障害者対策推進本部」が

設置されており，また，地方レベルでも，地方心

身障害者対策協議会が設置されており，さらに，

多くの都道府県及び指定都市に障害者対策推進本
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部等が設置されているところである。

今後とも，こうした組織等の活用，関係行政機

関相互間の密接な連携等により，各分野の連携を

進め，施策のより一層の総合的かつ体系的な推進

を図る努力を行う必要がある。

（2）これとともに，今後，障害者の福祉対策の充実

を図る上で，最も身近な行政機関である市町村の

役割が重要である。

このため，先般，新たな福祉サービスの供給シ

ステムの構築を目指す福祉関係八法の改正が行わ

れ，市町村における在宅福祉サービスの提供等に

ついて体制が整えられることになつた。

こうした市町村の役割に合わせて，これを担う

体制，財政力を充実し，支援していく必要がある。

（3）次に，障害者対策を推進する従事者の確保，資

質の向上である。障害者対策は，保健・医療，教

育，雇用，福祉の分野にわたり，これに従事する

者の確保，その研修や処遇の改善など今後の障害

者対策の推進に当たっての基盤となるべきマンパ

ワーにも十分配慮していく必要がある。
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終わりに

以上，｢障害者対策に関する長期計画｣及びその後

期重点施策に関する取組みの実施状況を踏まえ，｢国

連・障害者の十年」の最終年に当たって取り組むべ

き重点施策について意見を取りまとめたが，政府は

当協議会の意見を十分尊重して，施策推進の措置を

講ずるよう要望する。

さらに，地方公共団体，障害者関係団体，報道機

関及び国民関係各位においても，本意見に沿って，

積極的に行動し，全面的に協力されることを期待す

るものである。

なお，はじめに述べたように「完全参加と平等」

を達成するためには，残されている課題とともに，

最近における国内外の動向に対応した新しい障害者

施策の展開を検討する必要があるので，引き続き当

協議会において検討を行っていくことが必要であ

る。


